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議案第３６号  

専決処分の承認を求めることについて（１３）  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に

より、羽生市国民健康保険条例の一部を改正する条例を別紙のとおり

専決処分したので、同条第３項の規定により議会に報告し、その承認

を求める。  

  令和２年６月３日提出  

埼玉県羽生市長 河  田  晃  明  
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（別 紙）  

   専 決 処 分 書  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に

より、羽生市国民健康保険条例の一部を改正する条例を専決処分する。  

  令和２年４月３０日  

            埼玉県羽生市長 河  田  晃  明  
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羽生市国民健康保険条例の一部を改正する条例  

 羽生市国民健康保険条例（昭和３４年条例第１０号）の一部を次の

ように改正する｡  

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては

「改正前部分」と、改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。  

（１）  改正前部分及びそれに対応する改正後部分が存在するとき

は、当該改正前部分を当該改正後部分に改める。  

（２） 改正前部分のみ存在するときは、当該改正前部分を削る。  

（３）  改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。  

改  正  後  改  正  前  

第１２条  世 帯主又は世帯主であっ

た者が正当な理由なしに法第１１３

条 の規定 により 文書 その他 の物件

の 提出若 しくは 提示 を命ぜ られて

こ れに従 わず、 又は 同条の 規定に

よ る当該 職員の 質問 に対し て答弁

せ ず、若 しくは 虚偽 の答弁 をした

と きは１ ０万円 以下 の過料 を科す

る。  

第１２条  世 帯主又は世帯主であっ

た者が正当な理由なしに法第１１３

条 の規定 により 文書 その他 の物件

の 提出若 しくは 提出 を命ぜ られて

こ れに従 わず、 又は 同条の 規定 に

よ る当該 職員の 質問 に対し て答弁

せ ず、若 しくは 虚偽 の答弁 をした

と きは１ ０万円 以下 の過料 を科す

る。  

   附  則     附  則  

 （施行期日）   （施行期日）  

第１条  （略）  １  （略）  

２  （略）  ２  （略）  

（ 新型コ ロナウ イル ス感染 症に感

染 した被 保険者 等に 係る傷 病手当

金）  

 

第２条 給与等（所得税法（昭和４０

年 法律第 ３３号 ）第 ２８条 第１項

に 規 定 す る 給 与 等 を い い 、 賞 与

（ 健康保 険法第 ３条 第６項 に規定

す る賞与 をいう 。） を除く 。以下

同 じ。） の支払 を受 けてい る被保

険 者が療 養のた め労 務に服 するこ

と ができ ないと き（ 新型イ ンフル

エンザ等対策特別措置法（平成２４
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年 法律第 ３１号 ）附 則第１ 条の２

に 規定す る新型 コロ ナウイ ルス感

染 症（以 下「新 型コ ロナウ イルス

感 染症」 という 。） に感染 したと

き 又は発 熱等の 症状 があり 当該感

染 症 の 感 染 が 疑 わ れ る と き に 限

る 。）は 、その 労務 に服す ること

が できな くなっ た日 から起 算して

３ 日を経 過した 日か ら労務 に服す

る ことが できな い期 間のう ち労務

に 就くこ とを予 定し ていた 日につ

いて、傷病手当金を支給する。  

２  傷 病 手 当 金 の 額 は 、 １ 日 に つ

き 、傷病 手当金 の支 給を始 める日

の 属する 月以前 の直 近の継 続した

３ か月間 の給与 等の 収入の 額の合

計 額を就 労日数 で除 した金 額（そ

の 額に５ 円未満 の端 数があ るとき

は これを 切り捨 て、 ５円以 上１０

円 未満の 端数が ある ときは これを

１ ０ 円 に 切 り 上 げ る も の と す

る 。）の ３分の ２に 相当す る金額

（ その金 額に５ ０銭 未満の 端数が

あ るとき はこれ を切 り捨て 、５０

銭 以上１ 円未満 の端 数があ るとき

は これを １円に 切り 上げる ものと

す る。） とする 。た だし、 健康保

険 法第４ ０条第 １項 に規定 する標

準 報酬月 額等級 の最 高等級 の標準

報 酬月額 の３０ 分の １に相 当する

金 額の３ 分の２ に相 当する 金額を

超えるときは、その金額とする。  

 

３  傷病手当金の支給期間は、その

支 給を始 めた日 から 起算し て１年

６か月を超えないものとする。  

 

（ 新型コ ロナウ イル ス感染 症に感

染 した被 保険者 等に 係る傷 病手当

金と給与等との調整）  

 

第３条  新型コロナウイルス感染症

に 感染し た場合 又は 発熱等 の症状

が あり当 該感染 症の 感染が 疑われ

る 場合に おいて 、給 与等の 全部又

は 一部を 受ける こと ができ る者に
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対 しては 、これ を受 けるこ とがで

き る期間 は、傷 病手 当金を 支給し

な い。た だし、 その 受ける ことが

で きる給 与等の 額が 前条第 ２項の

規 定によ り算定 され る額よ り少な

いときは、その差額を支給する。  

第４条  前条に規定する者が新型コ

ロ ナウイ ルス感 染症 に感染 した場

合 におい て、そ の受 けるこ とがで

き るはず であっ た給 与等の 全部又

は 一部に つき、 その 全額を 受ける

こ とがで きなか った ときは 傷病手

当 金の全 額を、 その 一部を 受ける

こ とがで きなか った 場合に おいて

そ の受け た額が 傷病 手当金 の額よ

り 少ない ときは その 額と傷 病手当

金 との差 額を支 給す る。た だし、

同 条ただ し書の 規定 により 傷病手

当 金の一 部を受 けた ときは 、その

額を支給額から控除する。  

 

２  前項の規定により市が支給した

金 額は、 当該被 保険 者を使 用する

事業所の事業主から徴収する。  

 

 

附 則  

 この条例は、令和２年５月１日から施行し、改正後の附則第２条か

ら第４条までの規定は、傷病手当金の支給を始める日が令和２年１月

１日から規則で定める日までの間に属する場合に適用する。  


